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明 職 第 ８ 号 

2022 年(令和 4 年)5 月 24 日 

 

 

［明石市労働組合連合会への回答］  

 

 

 

 

 

 

２０２２夏季一時金についての要求について（回答）  

 

 

 みだしのことについて、次のとおり回答します。  

 

 

〔やさしいまちづくりに向けて〕  

本市ではこれまで、「こどもを核としたまちづくり」、「誰にもやさしいま

ちづくり」を重点的に推進してきたことにより、人口が９年連続で増加し、

昨年は市制施行後はじめて３０万人を超えるなど、「まちの好循環」が継続

しています。 

また、現在、コロナ禍においても市民が安心して暮らし続けることができ

るよう、感染対策及び市民の生活支援にも取り組んでいるところです。  

そして、本年度からは、新たなマスタープランとなる「あかしＳＤＧｓ推

進計画（第６次長期総合計画）」のもと、「いつまでも」「すべての人に」「や

さしいまち」「みんなで」の視点からまちづくりに取り組み、２０３０年度

における住みやすいと思う人の割合１００％を目指す考えです。  

こうした取組みをしっかりと進めるためには、より柔軟かつ迅速に対応で

きる職員配置が必要と考えています。  

そのため、職場実態や業務内容等を十分に精査したうえで、限られた人材

をより有効に活用することはもとより、財源の制約等を踏まえながら、必要

な人員の確保にも努めていく考えです。  

貴労働組合にあっては、こうした本市の考え方をご理解いただき、格段の

ご協力をお願いする所存です。  

 

 

以上のことを踏まえ、各項目について、回答します。  
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１ 月収の２．６０ヵ月を支給すること。 

 

２０２２年６月期末勤勉手当は、明石市の条例・規則等に定めるところ

により支給します。  

  なお、２０２１年１２月期末勤勉手当の支給を受けた一般職及び再任用

職員については、２０２１年人事院勧告に基づく同年の期末勤勉手当の引

下げ相当額（一般職０．１５月分、再任用職員０．１０月分）について、

２０２２年６月期末勤勉手当から減額することになります。  

 

 

２ 一時金の役職者加算を撤廃し、一律配分に改め増額すること。 

 

考え方は、これまでに回答してきたとおりです。  

 

 

３ 「勤勉手当」への成績率導入は行わず、全額期末手当とすること。 

 

勤勉手当については、勤務成績に応じて支給されるものであり、制度上、

期末手当と同一に取り扱うことはできません。  

また、２０２０年度及び２０２１年度においては、感染症対策を最優先

とするため、特例として査定ボーナス及び査定昇給制度の実施を見送るこ

ととしましたが、本年度から、管理職及び係長級以下の職員を対象に、必

要な見直しを行ったうえで、同制度を再開する考えです。  

今後についても、適宜、必要な見直しを図る中で、評価制度の趣旨及び

目的に沿った円滑な運用を行っていく考えです。  

なお、協議すべき事項は、協議していく考えです。  

 

 

４ 勤勉手当未支給者に勤勉手当相当分を支給すること。 

 

国の取扱いによると、会計年度任用職員には、期末手当のみを支給する

こととされているため、会計年度任用職員に勤勉手当相当分を支給するこ

とはできません。  

なお、本市においては、現在、制度導入前の臨時職員の取扱いに準じ、

期末手当に勤勉手当相当額を含めて支給しているところですが、この取扱

いについて、県より適正化を図るよう通知を受けているところです。  
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（参考）これまでに回答してきた項目 

 

 

２ 一時金の役職者加算を撤廃し、一律配分に改め増額すること。 

 

過去の交渉の経緯等は十分に認識しているところですが、行政職につい

ては対象者を４級以上とするなど、国の取扱いに準じた見直しを図りたい

と考えています。  

 

 


